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特集 デジタルを梃子にした事業変容

Ⅰ　ビジネスエコシステムとは何か
Ⅱ　エコシステムを形成するパートナー
Ⅲ　エコシステムの形成事例
Ⅳ　エコシステムを作るための取り組み

C O N T E N T S

要　約

1	 ビジネスエコシステム（以下、エコシステムとする）とは、社会や顧客の課題を解決す
るための協業関係であり、近年はデジタルプラットフォームを通じて形成されるエコシ
ステムの存在感が増している。

2	 多くの企業がエコシステムを形成するのは、社会や顧客の課題に対してパートナーとと
もに取り組むことで、より多く課題解決を実現できるからである。特にデジタルプラッ
トフォームを通じたエコシステムは拡大スピードが速く、事業成長を実現する。

3	 ノルウェーのコングスバーグは船舶向けのデジタルプラットフォームを構築し、舶用機
器メーカーやソフトウエア開発企業のパートナーを拡大することで、船舶オーナーに対
し、燃料効率改善や燃費削減という価値を提供している。

4	 オランダの照明企業であるシグニファイは、「照明の素晴らしい可能性を引き出して、
より明るい暮らしとより良い世の中を目指すこと」を自社のパーパス（存在意義）とし
て掲げ、生活者との接点を多く持つプラットフォーマーのエコシステムへ参画すること
で、ライト体験とともにスマートライトを生活者へ提供している。

5	 エコシステムを形成するためには、サービス開発とパートナー作りの両面が必要とな
る。顧客や社会の課題解決のビジョンを示し、エコシステムにおける自社の立ち位置と
自社を補完するパートナーを特定する。サービスの最終形を提示し、パートナーをエコ
システムへ引き込み、パートナー自身のサービス開発を支援することが求められる。

ビジネスエコシステムの作り方
中澤貴史 高木大輔
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出できるように助ける役割を果たすプレーヤ
ーであることを説いた注4。近年、目にする
エコシステムという言葉の使われ方の多くは
このモデルに立脚している。約20年前は一部
の企業だけが実現可能であったが、インター
ネットやPC、スマートデバイスが普及し、
各種情報通信技術やデータ規格の標準化も進
み、多くの企業や個人がデジタルプラットフ
ォームを通じた取引を行いやすい環境が整っ
た結果、さまざまなエコシステムが形成され
ている。

本稿では社会課題や顧客課題を解決するた
めに協業を行う企業や個人の集合体をビジネ
スエコシステムと捉え、その中でも近年増加
している、情報通信技術やデータを活用し多
種多様なサービスの「場」を提供するデジタ
ルプラットフォームを基に形成するビジネス
エコシステムを対象としている。

2	 エコシステム形成は社会や
	 顧客の課題解決力を高め、
	 収益をもたらす

日本情報システムユーザー協会（JUAS）
と野村総合研究所（NRI）による調査（「デ
ジタル化の取り組みに関する調査」2020年 5
月）では、現在「デジタルプラットフォーマ
ー注5と対等な関係で連携・協業し、事業を
展開している」と回答した企業は16％、「自
社がデジタルプラットフォーマーである」と
回答した企業は13％であったが、 5 年後の目
標を見るとそれぞれ49％、24％となってお
り、日本企業におけるエコシステム形成の意
欲が窺える。

多くの企業がエコシステム形成を目指すの
は、社会や企業が抱えている課題が複雑化し

Ⅰ	ビジネスエコシステムとは何か

2020年 6 月、アップルから「App Storeエ
コシステムを通じて5000億ドル以上の経済活
動を促進している」とのプレスリリース注1

があった。これらにはApp Storeで提供され
ているアプリケーションを利用した物販やデ
ジタルコンテンツの販売、広告費などが含ま
れており、85％以上はアップル以外の事業者
や開発者に生じた収益である。近年、こうし
たプラットフォーマーがサービスを提供する
際にビジネスエコシステムを形成し、巨大な
経済を生み出しているケースは珍しくない。

1	 エコシステムという言葉は
	 多様な使われ方をしている

エコシステムは生態系が語源ではあるが、
ビジネスにおける使われ方は時代とともに変
化している。

ビジネスにエコシステムという概念が使わ
れたのは、1993年にジェームス・ムーアが発
表した「捕食と被食 競争の新しい生態学」
であり、企業が特定の業態でなく複数の業態
を横断することでビジネスエコシステムを形
成・進化することを唱えた注2。

2000年代になるとヘンリー・チェスブロウ
が、内部だけで実施するイノベーションに対
し、新興企業投資・M&A・協業など、外部
資源を活用するオープンイノベーションを説
き注3、後に外部資源企業がエコシステムと
呼ばれるようになった。

同じ頃、マルコ・イアンシティとロイ・レ
ビーンが、エコシステム内の中核企業をキー
ストーンと呼び、プラットフォームを提供
し、エコシステムに参加する企業が利益を創
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ており、複数の企業や個人と協力する方が、
課題を解決できるためである。自社が提供し
ている製品やサービス（いずれの場合もある
が、以降サービスと呼ぶ）が、エコシステム
に参加する者（以下、エコシステムパートナ
ーと呼ぶ）のサービスによって補完されるこ
とで、より顧客の課題を解決しやすくなる。
また、エコシステムパートナーが増加する
と、パートナー間に健全な競争が働くことで
サービスの質はさらに高まり、エコシステム
全体の提供価値も増す。その結果、顧客が増
加し、自社とエコシステムパートナーにもた
らされる収益が増大する、正のネットワーク
効果が働く。エコシステム形成企業の利益は
業界平均を20％上回り注6、株価のパフォー
マンスも17年以降ナスダック総合指数を大幅
に上回り続けている注7。

現在も存在する自動車産業に代表されるケ
イレツのようなサプライチェーン上での取引
関係と比較すると、

•	エコシステムへ参加するにあたり、工場
建設のような大規模な設備投資が不要

•	プラットフォーム上の取引は規格化され
たAPIを通じて行うため、サービスのす
り合わせに要する時間の短縮

•	業界内の商慣習に起因する取引コスト増
大を防止

•	上記の結果、異業種からも参入しやす
く、エコシステムパートナー数が短期間
で増加しやすい

•	サービスがオンライン上で完結する場
合、地理的な制約がなく、世界市場へ拡
大が可能

などの特徴を持っている点が異なり、プレ
ーヤーの入れ替わりも激しい。日本の自動車

産業においては、主要な完成車メーカーの顔
ぶれには変化がない上、サプライヤーにおい
ても20年以上取引を行っている企業が 3 〜 5
割にも至るのとは対照的である注8。

3	 エコシステムの形態
デジタルプラットフォームを用いた代表的

なエコシステム形態を示す（図 1 ）。
ソリューション提供型は、エコシステムを

形成する中心企業（以下、エコシステムビル
ダーと呼ぶ）が提供するサービスに対し、エ
コシステムパートナーが追加機能やコンテン
ツを提供し、顧客に対する価値を高めるモデ
ルである。BtoBビジネスにおいて、自社だ
けでも顧客課題を解決する能力を有する企業
が、さらに多くの課題へ対応しようとソリュ
ーションラインアップを拡大するために用い
ることが多い。エコシムパートナーが期待す
るのは自社のサービスをより多くの顧客へ届
けることであるため、エコシステムビルダー
にはパートナーのサービスをまとめ、顧客体
験や課題解決力を高め、顧客獲得力（ブラン
ド、マーケティング、営業力などが含まれ
る）が求められる。

マッチング型は需要と供給をマッチングす
る典型的なプラットフォームビジネスモデル
である。より多くのマッチングを生むために
は需要と供給の両サイドの参加者が多い方が
良いため、BtoCやCtoCなどの生活者向けの
ビジネスに用いられることが多い。プラット
フォームを通じて多くの取引が行われるた
め、エコシステムビルダーには取引を正常化
し、参加者の公平性を保つための、ガバナン
スが求められる。たとえば、売買が行われる
マーケットプレースであれば、不正な出品の
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心となるエコシステムビルダーと、エコシス
テムビルダーを補完するエコシステムパート
ナーにより形成されている。エコシステムビ
ルダーになれる企業はほんの一握りであり、
エコシステムパートナーの方が圧倒的に多
い。なお、ビルダーであるかパートナーであ
るかは、企業単位ではなく、サービス単位で
立場が変わるものである。さらには、同じサ
ービスであってもエコシステムが異なると立
場が変わる場合もある。たとえば、宿泊予約
サービスはエコシステムビルダーとしてさま
ざまな宿泊施設や交通機関などのパートナー
と連携している存在であるが、地図サービス
が築いているエコシステムにおいては、地図
上に広告を出稿するパートナーの存在であ
る。

エコシステムパートナーを役割ごとに分類
すると図 2 の通りである。

監視や排除、被害を被った利用者への補償、
情報セキュリティ対策などが求められる。

二つのモデルは非常に単純化したものであ
るが、実際の産業やサービスを見ると、エコ
システムが階層構造になっていたり、より大
きなエコシステムの一部として包含されてい
たりしており、複雑である。それらは意図し
て形成されたのではなく、各エコシステムが
成長・発展した結果として、形成されたもの
である。エコシステムは自社のビジョンを実
現するための手段に過ぎず、サービス内容や
ターゲットとする顧客、ビジネスモデルなど
を踏まえ、モデルを選択する。

Ⅱ	エコシステムを形成する
	 パートナー

これまで述べたように、エコシステムは中

図1　デジタルプラットフォームに基づく代表的なエコシステム形態

顧客の課題解決やニーズを満たす機能やコンテン
ツを提供する

● 自社単独でも課題を解決する力
● パートナーの製品・サービスのインテグレーショ
ン力

● 顧客獲得力

● 業務アプリケーション提供（コマツ ランドログ、
ファナック FIELD system）

● アプリストア（App Store、Google Play）

ソリューション提供型

プラットフォーム
プラットフォーム
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エコシステムビルダー

エコシステムパートナー

供給サイドと需要サイドの取引に介在するプラット
フォームを提供する

● 取引に対するガバナンス
● 参加者に対する中立性

● マーケットプレース（楽天市場、メルカリなど）
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● クラウドソーシング（InnoCentive、Applauseなど）

概要

エコシステムビルダー
への要件

例

マッチング型



10 知的資産創造／2021年5月号

3	 顧客接点パートナー
エコシステムビルダーの提供するサービス

を顧客に届け、利用に至るまでを支援する役
割を担うパートナーである。提供サービスの
特性により、必要なパートナーは異なる。た
とえば、業務アプリケーションの場合は、利
用するまでに新たな業務フローやルールを定
めるコンサルティングファームや、アプリケ
ーションの設定・構築を行うシステムインテ
グレーターとの連携が必要になるかもしれな
い。もちろん自社が対応することも可能だ
が、自社リソースがサービス展開の制約にな
る場合や別の業務へリソースを集中したい場
合は、パートナーとの連携を進めるべきだ。
また、XR対応ディスプレイやキャッシュレ
ス決済のためのリーダー端末など、サービス
利用に適したデバイスが必要となるケースも
ある。

1	 コンテンツパートナー
エコシステムビルダーが提供するサービス

に対し、プラットフォーム上で動作するアプ
リケーションやアプリケーションで利用され
るデータ、動画や音楽など、サービスの部品
を提供する役割を担うパートナーである。コ
ンテンツパートナーは多いほどエコシステム
の魅力は高まる可能性が高い。

2	 ケイパビリティパートナー
エコシステムビルダーがサービス提供する

ためのプラットフォームの開発・構築支援
や、プラットフォーム自体を提供する役割を
担うパートナーである。プラットフォームを
内製する欧米企業と異なり、外部へ開発を委
託する企業が多い日本では、サービス提供に
あたり、連携が必要なパートナーである。

図2　エコシステムを形成するプレーヤー
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利用者

コンテンツパートナー

アプリケーション
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データ提供
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（ベンダー・システム
インテグレーター）

導入支援
（コンサルタント）

SNS、 ポータルサイト

デバイス提供
（スマートXなど）

ケイパビリティパートナー

エコシステムビルダー

データ管理基盤

…

顧客接点パートナー

サービスの部品（アプリ、データ、
コンテンツなど）を提供

プラットフォーム構築やサービス
開発を支援

顧客のサービス利用の支援もしく
は接点
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4	 パートナーのアクセシビリティ
パートナー数が多いほど、課題解決力が高

まりエコシステムの魅力は増すが、一方で管
理負荷も高まる。したがって、パートナーが
参加しやすいようにエコシステムを開放的に
するか、それとも誰でも参加できないよう閉
鎖的にするか、提供するサービスの特性と、
パートナーの特性に合わせ定めるべきである

（図 3 ）。

Ⅲ	エコシステムの形成事例

100年以上の歴史を持つ伝統企業によるエ
コシステムの形成事例を二つ紹介する。

一つ目は、ノルウェーを拠点とし、海事産
業などに装置やシステムを提供するハイテク
メーカーであるコングスバーグの事例であ
る。海事産業では、燃費効率の向上や燃費削

減が業界全体の課題となっている。また、自
動車と同様にEV化、自動化の波が押し寄せ
ている。こうした業界の課題をコグニファイ
という独自のプラットフォームによって解決
している（図 4 ）。このプラットフォーム上
で稼働するアプリケーションを提供するソフ
トウエア企業や、船を製造する船舶用機器メ
ーカーとのエコシステムを形成しており、現
在も拡大に取り組んでいる。

二つ目は、オランダを拠点とし、照明機器
を提供するシグニファイの事例である。シグ
ニファイは、同じオランダを拠点とし、ヘル
スケア製品や医療機器を製造するフィリップ
スを母体とする企業である。シグニファイは
提供する価値を照明機器の製造・販売に加
え、「スマートなライト体験による豊かな生
活の実現」として掲げている。コネクティッ
ドLEDライトを提供し、グーグルやアマゾ

図3　パートナーのアクセシビリティ

エコシステムへのアクセス 例
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ン・ドットコム、アップルといった大手プラ
ットフォーマーらとのエコシステムを形成し
た。

1	 コングスバーグ─
	 エコシステムを中心に働きかける
	 エコシステムビルダー
（1）	 海事産業に押し寄せるデジタル化の波

コングスバーグはノルウェーを拠点とす
る、創業1814年の老舗企業である。創業時は
ノルウェー軍が使用するライフルを製造して
いた。現在では、防衛、宇宙、海事産業など
に対して、装置やシステムを提供するハイテ
クメーカーである。

2016年、世の中のデジタル化の波を受け、

デジタル事業専門のグループ会社、コングス
バーグデジタルを設立した。現在は同社と防
衛・宇宙・航空産業向けソリューションなど
を提供するコングスバーグディフェンスアン
ドエアロスペース、海事産業向けソリューシ
ョンなどを提供するコングスバーグマリタイ
ムと、 3 社のグループ構成になっている。

コングスバーグが相対する産業の一つであ
る海事産業では、燃費効率向上や燃費削減が
業界全体の課題となっていた。輸送効率向上
のために船は大型化し、運賃は下落傾向をた
どっており、いかに低燃費で輸送するかが問
われている。また、使われる燃料は原油価格
の影響を受けやすく、価格変動が大きく、収
支に影響を及ぼす。さらに、近年のSDGsに

図4　コグニファイプラットフォームの概要
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代表されるように、温室効果ガス削減が求め
られており、特にEUおよび海事産業はその
取り組みが進んでいる。このような業界の課
題に対し、デジタル技術を用いて解決しよう
と試みた。

海事産業にはもう一つ大きなトレンドがあ
る。それは、自動化・EV化である注9。たと
えば日本では、日本郵船が自動運航船の実証
実験を開始している。国土交通省の自動運航
船の実現化に向けたロードマップでは、25年
までに判断情報を視覚的に表示し、最終意思
決定を人が行う自動運航フェーズ 2 の実現を
目標にしている。こうした自動化・EV化に
よって、船舶内の各機器を統合して機能させ
ることが必須となり、船全体のアーキテクチ
ャーが変化している。従来の造船技術に加
え、電気・電子、情報通信、AI、データ解
析などの技術領域が必要になるため、従来は
造船企業が受託するのが一般的だったが、
EUではインテグレーターという存在が船の
開発を受注し、アーキテクチャーの基本設計
を行った上で製造を造船企業、部品調達を船
舶工業企業へ発注するという業界構造の変化
の兆しが生まれている注10。そうしたインテ
グレーターとして台頭してきた一社がコング
スバーグである。コングスバーグは、既に
100％電気動力の自動運航貨物船を開発して
おり、18年にまずは有人船として創業を開始
し、19年には遠隔操作、20〜22年には完全自
動運転が可能になる予定としている注11。

（2）	 自動運航船時代のプラットフォーム

自動運航に欠かせないのがデータである。
コングスバーグデジタルは船内のデータを集
め、統合、分析し、最終的に船主である顧客

へ付加価値を提供するコグニファイというプ
ラットフォームを構築した。船に設置された
さまざまな機器からデータを取得し、メンテ
ナンス時期の教示や、外部情報と組み合わせ
て最適航路を示すなどの付加価値を提供して
いる。いずれはマーケットの半分のシェアを
獲得する目標を掲げている。

（3）	 エコシステムの形成　パートナー

コグニファイはさまざまなパートナーによ
るエコシステムで成り立っている。一つが、
データ取得元となる機器を製造する船舶用機
器メーカーである。船舶に搭載されている各
種機器からデータを取得し、コグニファイが
統合管理をする。そしてもう一つが、コグニ
ファイ上にアプリケーションを開発するソフ
トウエア企業である。現在、既に20社程度の
ソフトウエア企業がアプリケーションを提供
しており、コングスバーグデジタル自身も同
様にアプリケーションを提供している。提供
されるアプリケーションは、運航計画支援、
ダッシュボード、緊急時支援、世界中のロー
カル天候データ提供などさまざまである。

（4）	 エコシステムの形成①　

	 サービスの立ち上げ期

コングスバーグデジタルはどのようにして
コグニファイを構築しエコシステムを形成し
たのか、フェーズを分けて解説する。

コングスバーグデジタルを創業した2016年
当時は、どのようなサービスを提供するか定
まっていなかった。まずは、親会社であるコ
ングスバーグの顧客へデジタル技術やデータ
を用いて解決できそうな課題をヒアリングし
てまわった。しかし、コングスバーグの顧客
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（6）	 エコシステムの形成③　

	 パートナー拡大期

2019年には、意中のスタートアップへ自ら
アクセスし、積極的にアプリケーションを開
発するソフトウエア企業のパートナー獲得に
注力し始めた。

しかし、アプリケーションは十分なデータ
なしには効果を発揮しない。半年後には、デ
ータ発生源となる船舶機器メーカーとのパー
トナーシップの推進に注力している。同産業
は老舗企業が多く、デジタル化が遅れてお
り、舶用機器からデータを取得するためには
非常に大きな労力を要することが分かった。
数社とのパートナーシップを結び、20年には
再度、ソフトウエア企業の増加へ焦点を当て
ている。限られたデータを使ってできること
を増やすというアプローチを取り、アプリケ
ーションを増加している。さらに直近ではコ
グニファイを顧客へ導入活用するためのシス
テムインテグレーターをパートナーとして募
集し始めている。サービス開発初期にはパー
トナーの必要性も、どのようなパートナーが
必要かも分かっておらず、サービス開発が進
んだ結果、明らかになることもある。サービ
スの具体化に伴い、必要と認識したパートナ
ーに対して、エコシステムへ参加してもらう
よう都度働きかけることが必要であると、学
ぶことができる。

2	 シグニファイ─
	 スマートホームエコシステムを
	 補完するパートナー
（1）	 照明事業の限界

シグニファイの母体は、オランダを拠点と
し、ヘルスケア製品や医療関連機器を製造す

は、海事、石油、電力、防衛など多くの業界
にわたっており、焦点が定まらなかった。当
然、産業によって課題は異なるため、サービ
スの横展開は難しく、顧客要求に応じた個別
対応にならざるを得ない。そのようなアプロ
ーチでは事業を拡大しにくいことに気づき、
自社がサービスを開発して顧客へ提供すると
いうアプローチへ舵を切る。その際には、コ
ングスバーグの最も得意とする海事産業に焦
点を絞り、業界課題解決を試みることにした
のである。

（5）	 エコシステムの形成②　

	 サービス確立とパートナー獲得期

海事産業に焦点を絞ったコングスバーグデ
ジタルは2017〜18年頃、クラウドベースのプ
ラットフォームを構築した。親会社コングス
バーグとともに営業活動し、デジタルトラン
スフォーメーション（DX）が世界的な潮流
になっていたこともあり、感度の高い顧客を
巻き込んでいった。顧客とともにPoCを繰り
返し、プラットフォームの完成度を高め、
徐々に顧客を獲得し始めた。さらに、ソリュ
ーションを増やすべく、パートナー向け支援
プログラム「コグニファイパートナープログ
ラム」を開始した。パートナー開拓の責任者
を配置し、サービス仕様の公開や開発にかか
わるトレーニングを提供するなど、パートナ
ーを募り、パートナーの開発を支援する施策
を打った。当時のコグニファイパートナープ
ログラムの責任者でBENT ERIK BJΦRKL氏
はこのように語っている。「自分たちだけで
は、顧客の課題を解決するソリューションの
フルラインナップをそろえられないと考え、オ
ープンなエコシステム形成を決意した」注12。
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るフィリップスである。2014年に、ヘルスケ
ア事業に集中するために、照明事業を分社化
し、フィリップスライティングが誕生した。
16年には、シグニファイへ社名を変更してい
る。

照明業界は、近年LEDへのシフトが加速
し、従来型の一般電球などのシェアは縮小傾
向にある。一般電球の寿命が約1000時間であ
るのに対し、LEDランプはその約40倍の約
4 万時間にもなるため、商品寿命が長期化す
ることで買い替えサイクルが延び、減収は避
けられない状況であった。また、照明機器自
体は差別化をしにくく、フィリップスの12年

の同事業におけるEBITDAマージンは約1.5
％と、低い水準であった注13。

（2）	 コネクティッドLEDで新たな

	 ライト体験を提供

こうした状況下でシグニファイは、2012年
に他社に先駆けて世界初の家庭用パーソナル
ワイヤレス照明「Hue（ヒュー）」を発売し
た（図 5 ）。

スマートフォンやタブレットから照明のオ
ン・オフや調光、色合いを操作できるアプリ
ケーションを提供し、「スマートなライト体
験による豊かな生活の実現」というビジョン

図5　シグニファイ ヒューの概要

アップル アマゾン・ドットコム グーグル

ヒューのAPIを通じて操作可能な製品群

スマホアプリでLEDライトを好みに調光

他社のライトや
スマートプラグ
（20社以上）

自社のライト

出所） シグニファイ Webサイト・公開資料より作成
 https://iconnecthue.com/supported-devices/
 https://www.philips-hue.com/en-hk/philips-hue-app
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内製し、APIを築くことで、連携するサービ
スごとに連携仕様を作り込まねばならない状
況を回避したのである。

（4）	 エコシステムの形成①　

	 明確なビジョンを掲げて商品化した

	 立ち上げ期

シグニファイがどのようにしてエコシステ
ムを構築したのか、各フェーズを解説する。
前述した通り、ヒューを発売したのは2012年
のことである。当時の日本のスマートフォン
普及率は18％程度であったので注15、IoTと
いう言葉は概念先行で、製品・サービス化は
まだ黎明期であったといえる。しかし、製品
発売時から「ライト体験により生活を豊かに
すること」という明確なビジョンを掲げてお
り、12年当時、フィリップスライティングの
Head of marketing & StrategyであるJeroen 
de Waal氏はこのように語っている。「フィ
リップスはLED技術の可能性を再定義し続
けており、ヒューは優れた光の品質を提供す
るだけでなく、デジタル化された照明を私た
ちの世界と統合し、生活をさらに簡素に、向
上させることができます」注16。

しかし同時に、自社だけでなく、ライト体
験を充実させてくれる開発者を発売時から募
っており、Web上でのコミュニティも築い
た。まだ実験的なサービスを補完してくれる
パートナーの必要性を認識していたのであ
る。

（5）	 エコシステムの形成②　

	 他社製品との連携性を強めた確立期

2014年頃になると、ヒューの照明を操作す
るアプリケーションを用いて自社製品も操作

を掲げた。従来は照明を製造し、小売店へ販
売する売り切り型のビジネスであったが、ア
プリケーションを改善することで、顧客体験
も継続的に改善することができるモノ＋サー
ビス型のビジネスである。ほかにも、法人顧
客に対しては照明をLEDへ置き換え、削減
した電気使用料金に応じた報酬を得る、成果
報酬型サービスを提供している。顧客は照明
資産を保有することなく、複数年にわたるメ
ンテナンスとともにLEDライトが提供され
るマネージド・サービスである（Light as a 
Service）。

シグニファイは、ライト体験による生活の
質向上を自社のパーパス（存在意義）として
社外へ積極的に発信し、自身を照明における
ゲームチェンジャーとして位置付け、電球の
製造・販売事業からLEDライトにサービス
を付加した事業へシフトしつつある。同社の
LED事業のEBITDAマージンは19年に12.7％
と、大幅に改善している。

（3）	 エコシステムの形成　概要

シグニファイのコネクティッドLEDライ
ト「ヒュー」は、スマートホームエコシステ
ムにおける顧客接点パートナーであり、スマ
ートフォンやスマートスピーカーなどの各種
デバイス・サービスと接続して利用すること
ができる。その数は20〜30社にも及ぶ。具体
的には、グーグルやアマゾン・ドットコム、
アップル、サムスン電子、ロジテック、ボッ
シュなどである。ヒューの類似製品は多いも
のの、このように、どこか一社にロックイン
されることなく多くの製品と接続可能な点
が、他社製品と比べて評価されている注14。
そのために、自社でIoTプラットフォームを
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操作する試みを持ちかけられる。この協業を
経たことで、ちょうどスマートスピーカーの
販売を始め、音声入力製品に注力を始めてい
たグーグルやアマゾン・ドットコムにも同様
の需要があることを見越したシグニファイ
は、両社へアプローチし、協業を開始してい
る。

ヒューはスマートライトにおいてはエコシ
ステムビルダーであるが、より大きなスマー
トホームエコシステムの観点からは、さまざ
まなスマートホームデバイスの一つであり、
グーグルやアマゾン・ドットコムの顧客接点
パートナーの一社といえる。そのように自社
をポジショニングした場合、シグニファイと
しては特定のパートナーにロックインされず
に、さまざまなサービスプロバイダーと協業
することが自社ビジネスの拡大につながる。
とはいえ、エンジニアリングリソースには限
りがあるため、協業先のエコシステムを戦略
的重要性に応じてランク付けし、自社のリソ
ースを配分した。特に、最重要のエコシステ
ムパートナーには専任のマネージャーを配置
し、パートナーと製品ロードマップや開発状
況を共有し、エンジニアリングリソースを確
保していった。

こうして、シグニファイはライト体験のプ
ラットフォーマーでありながら、スマートホ
ームエコシステムの一パートナーとして、大
手プラットフォーマーとのエコシステムを形
成していった。

Ⅳ	エコシステムを作るための
	 取り組み

エコシステムを形成するには、サービス開

できるようにしたい、といった開発者のニー
ズが増加してきたことを感じたシグニファイ
はAPIを開放した。また、そうした開発者や
パートナーを本格的に開拓・支援するために
専任のポストを新たに設け、人材を雇用し、
他社の開発支援を開始した。

家庭にはシグニファイ以外のメーカーの
LEDライトも存在するのが一般的である。
生活者に素晴らしいライト体験を提供するた
めにはシグニファイ製のLEDライトだけで
なく、他社のLEDライトも同じように一つ
のアプリケーションから操作できることが望
ましい。家電製品のようにメーカーごとに異
なるリモコン操作が必要になるという状況は
好ましい顧客体験では決してない。そこで、
自社以外の開発者との連携の必要性を意識し
ていたと思われる。ワークショップやイベン
トを開催し、APIへのアクセス方法やライト
のコントロール方法を伝授するなどの活動を
続け、パートナー支援プログラム「Friends 
of Hue」として提供し始めた。

こういった地道な活動の結果、ヒューは競
合他社も含むさまざまな他社製品との連携が
可能となり、差別化された強みになっていっ
た。他社に先駆けてサービス提供に取り組ん
でいたこと、自社だけではなく他社との連携
の必要性を早期から認識した上で取り組んだ
成果が実を結んだのである。

（6）	 エコシステムの形成③　

	 大手プラットフォーマーとの協業を

	 推進した拡大期

コネクティッドLEDライトのプラットフ
ォーマーとしての地位を確立したヒューに対
し、2015年頃にアップルからSiriでヒューを
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デジタル化・データ化し、工程全体の最適化
を図ることで建設現場の生産性を改善しよう
と取り組んでいる。建設現場ではコマツ以外
のさまざまな事業者の協力が不可欠なため、
スマートコンストラクションを発表したとき
にコンセプト映像を制作し、生産性の高い建
設現場の姿を提示した。

サービス開発の初期には、壮大なビジョン
がないことも珍しくはない。しかし、多くの
パートナーにエコシステムへ参加してもらう
には、共感できるビジョンやエコシステムへ
参加することによるメリット（事業規模、顧
客数など）を理解してもらうため、後付けに
なったとしてもビジョンを発信すべきであ
る。コングスバーグデジタルも設立当初は明
確なビジョンを持っていたわけではないが、

発の側面とサービスを補完してくれるパート
ナー作りの側面が存在する（図 6 ）。サービ
ス開発についてはほかでさまざま論じられて
いるため、本稿ではサービス開発そのものに
は焦点を当てず、エコシステム形成に必要な
ことを中心に進める。

1	 顧客課題や社会課題を解決した
	 世界をビジョンとして提示する

新サービスを開発する際、顧客や社会の課
題を解決するために自社がどのような価値提
供を行うか、それによりどのような世界を目
指すかについてのビジョンを社外へ発信する
ことがパートナーの獲得につながる。

コマツは「スマートコンストラクション」
を掲げ、ICTを用いて建設現場のプロセスを

図6　エコシステムを作るための取り組み

サービスを創る

プロダクト
・

サービス
開発

エコシステム
形成

サービスを提供する
（エコシステム創生期）

事業を拡大する
（エコシステム拡大期）

● 顧客課題や社会課題を解決
した姿（ビジョン）の提示

● 課題解決方法（仮説でも）
の提示

● サービス開発（MVP＊、初
期プロトタイプ、β版など）

●（必要に応じて）ピボット

● ビジネスモデル設計
● KGI／ KPI設計
● サービス開発（本番化）
● プラットフォーム構築
● リード顧客の獲得 など

● サービスの継続的改善・追加
● 顧客数拡大
● カスタマーサクセス など

● エコシステムに対する自社の
ポジションニング

● 必要パートナーの特定と獲得
● サービスの最終形に対する
パートナーからの理解獲得

● パートナーのサービス開発に
対する支援

● パートナー数拡大
● パートナーとのプロフィット
シェア

● パートナー間の健全な競争の
促進

＊M V P（M i n i m u m  V i a b l e  
Product）実用最小限の製品・
サービスのこと
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るエコシステムを形成することで、大手プラ
ットフォーマーと連携し、世界市場への挑戦
やエコシステム拡大の可能性はある。自社が
提供するサービスの特性や顧客の獲得力、産
業におけるポジショニングなどを分析すると
ともに、デジタルプラットフォームを構築・拡
張するためのケイパビリティやコンテンツ有
無を踏まえた上で自社の立ち位置を判断する。

3	 最終顧客に対するサービスの
	 形を早期にパートナーへ見せ、
	 エコシステムに引き入れる

ビジョンがいかに素晴らしくとも、それだ
けではほかの企業から見たときに、そのビジ
ョンに対してどのように貢献できるかを想像
できず、パートナーとして名乗りを上げない
可能性がある。そのため、最終顧客に提供し
ようとしているサービスがどのようなもの
か、パートナーへサービスイメージを伝え、
体験してもらうことでサービスへの理解を深
めてもらい、エコシステムへの参加を促すこ
とが必要になる。特に自社が提供するサービ
スが、最終顧客へ提供するサービスの一部し
か担っていない場合であっても、最終顧客の
サービス利用イメージを提供することがパー
トナー拡大へ寄与する。

グ ー グ ル が 携 帯 電 話 向 け のOSで あ る
「Android」を発表した当時、同社は自社で
携帯電話を販売する予定はなかった（2021年
4 月現在、グーグルブランドを冠したPixel
を販売している）。Androidはハードウエア
であるスマートフォン、通信キャリアのネッ
トワーク、スマートフォン上で動作する各種
アプリケーションなど、さまざまなパートナ
ーが協力してこそ、利用者に価値提供ができ

サービス開発を進めた結果、海事産業におけ
る燃料効率改善という価値提供を掲げ、自動
運航・EV時代のOSともいえるポジションを
目指すようになった。サービス開発初期のエ
コシステムパートナーがいない状況でプラッ
トフォーム構築とアプリケーション開発を内
製し、顧客を徐々に獲得できたことが、同社
のビジョンが実現可能であるという説得力に
つながったであろう。

2	 エコシステムにおける自社の
	 立ち位置を決め、
	 必要なパートナーを特定する

自社がビルダーとしてエコシステムを築く
のか、それともパートナーとしてほかの事業
者が形成しているエコシステムへ参加するか
など、エコシステムにおける自社の立ち位置
を定める。コングスバーグはエコシステムビ
ルダーとしてコグニファイプラットフォーム
を確立し、舶用機器メーカーやソフトウエア
企業、システムインテグレーターなどをエコ
システムパートナーとして海事産業における
エコシステムを形成した。また、シグニファ
イはライト体験のエコシステムビルダーであ
ると同時に、スマートホームエコシステムに
おける顧客接点パートナーとして、エコシス
テムを築き、拡大している。自社のサービス
をより魅力的にするため、そしてサービスを
顧客へ提供するために、必要なパートナーを
特定し、エコシステムへの参加を促す必要が
ある。

誰もが大手プラットフォーマーのような巨
大なエコシステムビルダーになれるわけでは
ないが、シグニファイのように自社が強みを
持つ特定の産業やサービスセグメントにおけ
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ーに対して自社サービスの仕様やAPIなどの
連携仕様の開示や開発のための教育コンテン
ツ、トレーニングなどを提供している。

また、パートナーには中小企業やスタート
アップ企業もいるため、事業計画やマーケテ
ィングをサポートするべき場合もある。建設
現場全体の生産性改善を目指しているコマツ
のランドログは、パートナーとして参加する
ソフトウエア企業に対し、通常は見ることの
できない建設現場を実際に訪問し、現場の課
題を肌で感じて理解してもらう、といったこ
とを実施している。

5	 パートナーに対し支配的に
	 ならず、顧客同様に接する

ビルダーの事業だけが拡大する状況は、エ
コシステムとして機能しなくなってしまう。
レベニューをシェアすることで、パートナー
もサービス改善・拡充を行うことができ、結
果事業が成長する、そうしたWin-Winの関係
こそが、エコシステムをより強靭にしてい
く。サービス内容・特性により、ビルダーの
取り分はまちまちであるが（図 7 ）、大手プ
ラットフォーマーが設定している30％程度が
上限値かもしれない。米国ではアップルの
App Storeにおける30％という手数料の割合
が 高 す ぎ る、 と 大 手 ゲ ー ム 会 社 のEpic 
Gamesから提訴されており（2021年 3 月時点
係争中）、値下げを発表している。国内にお
いては、ゾゾタウンや楽天市場が、パートナ
ーとの合意が不十分なまま商品割引や送料無
料化などの顧客サービスを追求した結果、パ
ートナーの離反を招く事態に至った。

エコシステムはパートナーなしでは成立し
ない。顧客と同様に重要な存在であることを

るようになる。そこで、グーグルは自らハー
ドウエアも開発し、動作するスマートフォン
として世の中へ示した。Androidで何ができ
るか、どれだけ有用なのか直感的に理解され
やすいからだ。また、20年にソニーが発表し
たコンセプトEVカー「Vision-S」も、同様
の意図があったと思われる。ソニーの開発責
任者はVision-Sの販売予定はないといってい
る（2020年 8 月時点）注17。ソニーが注力し
ているのは自動車に使われる各種センサー類
であり、それらを用いたEVカーを示すこと
で、開発にかかわるパートナーの開発意欲を
刺激したと思われる。

サービスのビジョンやエコシステムパート
ナーの必要性を明確に主張するために、最終
顧客に提供するサービス全体像を提示し、自
社のポジショニングを訴求する活動が、エコ
システムビルダーには求められる。そのため
にはエコシステムパートナーが少ない、もし
くは存在しないサービス開発初期段階におい
て、自社単独でも顧客へ提供できるサービス
を、提供価値を絞ってでも作り上げることが
必要だ。コングスバーグはコグニファイの初
期において、自社だけで船主向けのアプリケ
ーションを提供した。また近年では自動運航
船も開発している。シグニファイのヒュー
も、発売時は自社のライトだけが対象だった
がライト体験を実現した。

4	 パートナーによる価値創造を
	 支援する

エコシステムに関心を抱いたパートナーに
対し、サービス開発を支援することがビルダ
ー自身のサービス強化につながる。前述した
コングスバーグもシグニファイも、パートナ
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品質の向上にはパートナー間の競争が欠かせ
ないため、自発的な競争を生む仕掛け作りが
ビルダーには求められる。たとえば、パート
ナーの成果に対する報奨制度や顧客からのレ
ーティングなどの方法がある。また、悪質な
パートナーの存在が明らかになったときにす
ぐに検知できるよう、プラットフォーム上に
おけるパートナーの管理や、顧客から通報す
る仕掛け作りなども必要だ。

本稿で示したデジタルプラットフォームを
通じたエコシステム形成の動きは、一部のプ
ラットフォーマーやITサービス企業に限っ
た話ではなく、非ITサービスの伝統企業に
おいても既に取り組まれている動きである。

認識し、相互に協力しながらビジネスを成長
させる関係性を築くべきである。

6	 パートナー間の健全な競争を
	 促進する

エコシステムが拡大し、パートナーが増加
するにつれて、パートナー間の競争が生まれ
る場合もある。たとえば、マーケットプレイ
スへ出店している店舗同士や、SaaSのリセ
ラーとなるシステムインテグレーター同士な
どが該当しよう。その場合でも、ビルダーは
パートナー間の競争に介入することなく、中
立性を保ち続けないとエコシステム自体が崩
壊しかねない。

一方で、各パートナーの提供するサービス

図7　レベニューシェア
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日本においても、コマツが建設現場の生産性
向上を掲げランドログ社を立ち上げた。ある
いは、産業用ロボットに強いファナックは世
界 の 工 場 の 稼 働 率 向 上 を 掲 げ「FIELD 
system」というIoTプラットフォームを展開
している。また、ふくおかフィナンシャルグ
ループのように「Bank as a Service」を掲
げ、従来の銀行とは異なる顧客体験の提供を
目指す金融機関も存在している。

伝統企業であってもデジタル変革を遂げ、
エコシステムを形成することで、事業の強化
やさらなる成長を実現する企業が今後、増加
することが期待される。
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